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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第59期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　７月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (千円) 4,868,3792,400,7769,611,397

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 35,702 △2,102 320,903

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △305,296△281,827 55,798

純資産額 (千円) ─ 3,896,0674,192,977

総資産額 (千円) ─ 11,769,02812,279,444

１株当たり純資産額 (円) ─ 226.33 251.38

１株当たり当期純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △21.28 △19.65 3.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ 27.59 29.38

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,987,552 ─ 1,287,280

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △63,063 ─ 156,325

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,699,346 ─ △1,332,248

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ 457,810 805,131

従業員数 (人) ─ 354 　349　

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 354（20）　　　　　　

(注)  従業員数には準社員（嘱託・臨時・パート）を含みません。準社員の雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の

平均人員を（　）で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 310（15）

(注)  従業員数には準社員（嘱託・臨時・パート）を含みません。準社員の雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均

人員を（　）で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

包装機械 1,287,854

生産機械 567,887

合計 1,855,742

(注) １．金額は販売金額によっております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

包装機械 791,256 907,632

生産機械 1,136,0793,962,605

合計 1,927,3354,870,237

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

包装機械 1,043,832

生産機械 1,356,944

合計 2,400,776

(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

VISTAKON,DIVISION OF
JOHNSON & JOHNSON VISION
CARE, INC.

97,075 4.04

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、年初におけるエネルギー・原材料価格の高騰に

加え、米国金融危機に端を発した世界的な株価下落・為替変動が、実体経済にも重大な影響を及ぼしつ

つあります。企業の収益は大幅に低下することが懸念されており、製造業・非製造業とも設備投資意欲

は、先行きに対する不透明感から一段と低下する傾向にあります。

  包装機械市場においては、個人消費の停滞や包装材料・原材料調達コストの上昇が顧客の売上・利

益に影響を及ぼしています。景気が減速する中で機械設備の導入や更新を控える企業が増え、設備投資

に対する意欲が急速に減退し、非常に厳しい市場環境になっています。

このような市場環境の中、当社グループの第２四半期連結会計期間の業績は、売上高24億円となりま

した。
　　

  事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、お客様の設備投資の減少により売上が減少したことや、今年度から一

部製品の売上計上基準を出荷基準から検収基準に変更したこと等が影響し売上高は10億４千３百万円

にとどまり、営業利益は１千万円となりました。

  生産機械部門におきましては、大型プロジェクトの売上の一部が第３四半期に延びたことにより、売

上高は13億５千６百万円となり、営業利益は１億６百万円となりました。

  また、共通費は１億５千７百万円となり、当社グループの営業損失は４千１百万円となりました。

  なお、当連結会計年度より一部製品の売上計上基準を出荷基準から検収基準に変更いたしました。こ

の結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高が４億５千１百万円、

営業利益が８千６百万円減少しております。事業の種類別では、包装機械部門は売上高が２億４千９百

万円、営業利益が５千万円減少しており、生産機械部門は売上高が２億２百万円、営業利益が３千５百

万円減少しております。

　

(2) 財政状態の分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4.5％減少し、70億１千２百万円となりました。これは、商品

及び製品が１億９千８百万円増加したのに対し、現金及び預金が３億４千７百万円、受取手形及び売掛

金が１億５千３百万円それぞれ減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて3.6％減少し、47億５千６百万円となりました。これは、機械装

置及び運搬具が８千３百万円減少し、ソフトウェアが２千４百万円増加したことなどによります。

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて4.2％減少し、117億６千９百万円となりました。
　
（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて2.3％減少し、63億７千６百万円となりました。これは、短期

借入金が12億６千万円増加したのに対し、支払手形及び買掛金が11億１千３百万円、前受金が７億６千

７百万円それぞれ減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、14億９千６百万円となりました。これは、退職給

付引当金が２千４百万円、役員退職慰労引当金が６千７百万円それぞれ減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて2.6％減少し、78億７千２百万円となりました。
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（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて7.1％減少し、38億９千６百万円となりました。これは利益

剰余金が３億６千１百万円減少したことなどによります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、４億

５千７百万円となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、10億３千９百万円となりました。これは主に、売上債権の増加１億

３千７百万円、たな卸資産の増加３億４千万円などや、仕入債務の減少４億８百万円などによる減少に

よるものであります。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果使用した資金は、２千万円となりました。これは主に有形固定資産の取得１千１百万

円、無形固定資産の取得５百万円などによるものであります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果得られた資金は、９億３千９百万円となりました。これは主に短期借入金による収入

４億４千万円などによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は106,905千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,520,00014,520,000
東京証券取引所　　
（市場第二部）

─

計 14,520,00014,520,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ─ 　14,520,000─ 954,000─ 456,280
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本たばこ産業(株) 東京都港区虎ノ門２丁目２番１号 2,700 18.59

明治安田生命保険(相) 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 776 5.34

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 726 5.00

佐藤　保壽 東京都新宿区 725 4.99

みずほ信託銀行(株) 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 695 4.78

(株)みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 653 4.49

東自協会持株会 東京都千代田区岩本町３丁目10番７号 626 4.31

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 460 3.17

東京施設工業(株) 千葉県富里市七栄字南新木戸538番地２ 327 2.25

東自機社員持株会 東京都千代田区岩本町３丁目10番７号 248 1.71

計 ― 7,938 54.67

(注) １．上記みずほ信託銀行(株)の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はありません。

２．東京施設工業(株)は相互保有株主の為、議決権はありません。

　

(6) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式  　　72,000
― ―

(相互保有株式)

普通株式 　  327,000 

完全議決権株式(その他) 普通株式  13,914,000 13,914 ―

単元未満株式 普通株式     207,000― ―

発行済株式総数 14,520,000 ― ―

総株主の議決権 ― 13,914 ―

(注)　上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が 2,000株含まれております。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱東京自働機械製作所
東京都千代田区岩本町
３丁目10番７号

72,000 ― 72,000 0.50

(相互保有株式)

東京施設工業㈱
千葉県富里市七栄字
南新木戸538番地2

327,000 ― 327,000 2.25

計 ― 399,000 ― 399,000 2.75

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 163 170 155 180 150 142

最低(円) 129 141 141 140 131 122

(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(設計開発部長
兼務ＣＳ部長）

取締役
（設計開発部長）

清　水　政　彦 平成20年８月１日

取締役
（ＭＦプロジェクト
マネージャー(部長)

兼務たばこ機械事業室長）

取締役
（ＣＳ部長兼

たばこ機械事業室長）
垣　内　　　真 平成20年８月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 837,810 1,185,131

受取手形及び売掛金 1,789,320 1,943,230

商品及び製品 379,092 180,329

仕掛品 3,795,102 3,695,439

原材料及び貯蔵品 13,206 14,864

その他 212,866 332,231

貸倒引当金 △14,780 △6,338

流動資産合計 7,012,618 7,344,889

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,207,421 2,199,842

減価償却累計額 △1,596,364 △1,578,273

建物及び構築物（純額） 611,056 621,568

機械装置及び運搬具 2,502,076 2,587,353

減価償却累計額 △2,203,002 △2,204,354

機械装置及び運搬具（純額） 299,073 382,999

工具、器具及び備品 398,838 395,115

減価償却累計額 △368,047 △366,295

工具、器具及び備品（純額） 30,790 28,820

土地 1,476,723 1,476,723

有形固定資産合計 2,417,644 2,510,111

無形固定資産 95,691 71,389

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 1,451,151

※2
 1,464,594

その他 795,786 893,239

貸倒引当金 △3,862 △4,780

投資その他の資産合計 2,243,075 2,353,053

固定資産合計 4,756,410 4,934,554

資産合計 11,769,028 12,279,444
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,668,496 2,781,913

短期借入金 2,000,000 740,000

未払法人税等 107,604 77,835

前受金 1,677,552 2,445,480

賞与引当金 192,592 146,203

役員賞与引当金 － 8,800

品質保証引当金 84,243 84,613

その他 ※2
 645,765

※2
 243,368

流動負債合計 6,376,253 6,528,215

固定負債

長期借入金 150,000 150,000

退職給付引当金 1,194,632 1,219,356

役員退職慰労引当金 22,842 89,956

その他 129,232 98,938

固定負債合計 1,496,707 1,558,251

負債合計 7,872,961 8,086,467

純資産の部

株主資本

資本金 954,000 954,000

資本剰余金 456,280 456,280

利益剰余金 1,482,563 1,844,364

自己株式 △33,303 △32,492

株主資本合計 2,859,540 3,222,152

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 387,191 384,976

繰延ヘッジ損益 △104 208

評価・換算差額等合計 387,087 385,185

少数株主持分 649,438 585,639

純資産合計 3,896,067 4,192,977

負債純資産合計 11,769,028 12,279,444
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 4,868,379

売上原価 3,985,185

売上総利益 883,193

販売費及び一般管理費 ※1
 925,763

営業損失（△） △42,569

営業外収益

受取利息 5,467

受取配当金 18,972

受取賃貸料 74,295

その他 34,900

営業外収益合計 133,635

営業外費用

支払利息 19,495

不動産賃貸費用 32,689

その他 3,178

営業外費用合計 55,363

経常利益 35,702

特別利益

前期損益修正益 700

特別利益合計 700

特別損失

固定資産売却損 30

固定資産除却損 49,347

投資有価証券評価損 20,279

たな卸資産廃棄損 16,763

その他 641

特別損失合計 87,062

税金等調整前四半期純損失（△） △50,659

法人税等 184,300

少数株主利益 70,336

四半期純損失（△） △305,296
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 2,400,776

売上原価 1,926,094

売上総利益 474,682

販売費及び一般管理費 ※1
 516,116

営業損失（△） △41,434

営業外収益

受取利息 4,111

受取配当金 933

受取賃貸料 37,061

その他 24,821

営業外収益合計 66,927

営業外費用

支払利息 11,728

不動産賃貸費用 14,830

その他 1,037

営業外費用合計 27,595

経常損失（△） △2,102

特別利益

前期損益修正益 700

特別利益合計 700

特別損失

固定資産売却損 30

固定資産除却損 26,962

投資有価証券評価損 20,279

たな卸資産廃棄損 6,062

その他 34

特別損失合計 53,370

税金等調整前四半期純損失（△） △54,772

法人税等 169,211

少数株主利益 57,843

四半期純損失（△） △281,827
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △50,659

減価償却費 71,359

退職給付引当金の増減額（△は減少） △24,724

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △67,113

賞与引当金の増減額（△は減少） 46,388

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,800

品質保証引当金の増減額（△は減少） △370

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,523

受取利息及び受取配当金 △24,439

支払利息 19,495

為替差損益（△は益） △249

未収消費税等の増減額（△は増加） 101,639

有形固定資産売却損益（△は益） 30

有形固定資産除却損 49,347

投資有価証券評価損益（△は益） 20,279

前期損益修正損益（△は益） △700

その他の流動資産の増減額（△は増加） 28,895

売上債権の増減額（△は増加） 153,848

たな卸資産の増減額（△は増加） △296,767

仕入債務の増減額（△は減少） △1,113,416

前受金の増減額（△は減少） △767,929

その他の流動負債の増減額（△は減少） △93,745

長期未払金の増減額（△は減少） 29,900

預り保証金の増減額（△は減少） 300

小計 △1,919,908

利息及び配当金の受取額 24,439

利息の支払額 △22,632

法人税等の支払額 △69,451

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,987,552

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27,038

有形固定資産の売却による収入 251

無形固定資産の取得による支出 △29,803

投資有価証券の取得による支出 △41,272

投資有価証券の売却及び償還による収入 35,700

貸付けによる支出 △1,004

貸付金の回収による収入 107

その他の支出 △5,930

その他の収入 5,926

投資活動によるキャッシュ・フロー △63,063

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,260,000

自己株式の取得による支出 △811

配当金の支払額 △56,504

少数株主への配当金の支払額 △3,500

その他 500,161

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,699,346

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,948

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △347,321

現金及び現金同等物の期首残高 805,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 457,810
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

(1)「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の営業損

失、経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与え

る影響はありません。

(2) 検収基準

　第１四半期連結会計期間より、一部製品の売上計

上基準を従来の出荷基準から検収基準に変更して

おります。これは、費用収益の対応関係をより厳密

に行うために変更することといたしました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第

２四半期連結累計期間の売上高が４億５千１百万

円、売上原価が３億６千５百万円減少し、営業損失

及び税金等調整前四半期純損失は、それぞれ８千６

百万円増加し、経常利益は同額減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が

明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

４　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

連結会社相互間の債権債務の相殺消去

　当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合　　　　　

　　　　には、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わな

いで債権と債務を消去しております。

連結会社相互間の取引の相殺消去

　取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏

しいときには、親会社の金額に合わせる方法により相

殺消去しております。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

 税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を

採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示して

おります。

　

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

 有形固定資産の耐用年数の変更

当社及び連結子会社の機械装置の耐用年数につきま

しては、第１四半期連結会計期間より法人税法の改正

を契機とし、見直しを行っております。

これによる当第２四半期連結累計期間の営業損失、

経常利益及び税金等調整前四半期純損失に与える影響

は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　１ 輸出債権流動化に伴う遡及義務額

　　　　　　　　　　　　　　　　571,800千円

　１ 輸出債権流動化に伴う遡及義務額

　　　　26,970千円

※２ 株券貸借取引に係る預り担保金等

投資有価証券に含まれる

金融機関に貸出している

上場株式の金額

629,680千円

その他に含まれる上記取引

の担保として受入れた預り

担保金の金額

500,161千円

※２ 　　　　　　────────

　３ 受取手形裏書譲渡高

　　　　　　　　　　　　　　　　7,665千円

　３ 　　　　　　────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料 313,814千円

賞与引当金繰入額 60,468千円

退職給付費用 21,957千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,336千円

貸倒引当金繰入額 8,411千円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料 157,589千円

賞与引当金繰入額 34,772千円

退職給付費用 11,867千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,202千円

貸倒引当金繰入額 2,317千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 837,810千円

預入期間が３か月超の定期預金 380,000 〃

現金及び現金同等物 457,810千円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 14,520

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 175
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３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 57,812 4 平成20年３月31日 平成20年６月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券については、当該有価証券が当社グループの事業の運営において重要なものとなっていな

いため、記載しておりません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
包装機械
(千円)

生産機械
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,043,8321,356,9442,400,776 ― 2,400,776

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ―

計 1,043,8321,356,9442,400,776 ─ 2,400,776

営業利益又は営業損失(△) 10,245 106,247 116,492(157,927)△41,434

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
包装機械
(千円)

生産機械
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,599,9623,268,4164,868,379 ― 4,868,379

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,599,9623,268,4164,868,379 ― 4,868,379

営業利益又は営業損失(△) 2,774 276,068 278,843(321,413)△42,569

(注)　１．事業の区分は、製品の系列を考慮して区分しております。

　　　２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

包装機械

（フィルム包装機）フィルム上包機、高密封性フィルム上包機、集積上包機、Ｃ
Ｄ・ＤＶＤ包装機、ボックスティッシュ包装機、（製袋充填機）バラ物製袋充填
機、粉末製袋充填機、（紙包装機）銘産品・贈答品包装機、印刷物クラフト上包
機、（計量・充填機）オーガー充填機、容器充填機、（カートナー）高速カート
ナー、間欠式カートナー、ダンボール詰機、製函機、バックケーサーシステム、
パッケージングロボット、ほか

生産機械
（たばこ生産機械）たばこフィルタープラグ供給装置、（リサイクル機械）古
紙圧縮梱包機、非鉄金属圧縮梱包機、廃棄物処理機、（その他）各種検査装置・
組立機械・生産ライン等のアッセンブリ、ほか

　　 　　　３．「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」(2)に記載のとおり第１四半期連結

　　会計期間より一部製品の売上計上基準を出荷基準から検収基準に変更いたしました。

　　　この変更により、当第２四半期連結累計期間の「包装機械」の売上高は２億４千９百万円、営業利益

　　は５千万円減少しており、「生産機械」の売上高は２億２百万円、営業利益は３千５百万円減少してお

　　ります。
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【所在地別セグメント情報】

　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米・ヨーロッパ 東南アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 188,302 11,873 33,496 233,671

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 2,400,776

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

7.84 0.49 1.40 9.73

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。　

　　２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。　

　　（１）北米・ヨーロッパ ・・・ 米国、カナダ、ドイツ、アイルランド　

　　（２）東南アジア ・・・・・・ 中国、台湾、韓国、フィリピン　

　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米・ヨーロッパ 東南アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,872,452 52,589 33,639 1,958,681

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 4,868,379

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

38.46 1.08 0.69 40.23

(注)１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。　

　　２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。　

　　（１）北米・ヨーロッパ ・・・ 米国、カナダ、ドイツ、アイルランド　

　　（２）東南アジア ・・・・・・ 中国、台湾、韓国、フィリピン　

　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 226.33円１株当たり純資産額 251.38円

　

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項　　目
当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 3,896,067 4,192,977

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 649,438 585,639

（うち少数株主持分） (649,438) (585,639)

普通株式に係る純資産額（千円） 3,246,628 3,607,337

普通株式の発行済株式数（株） 14,520,000 14,520,000

普通株式の自己株式数（株） 175,426 170,068

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

14,344,574 14,349,932

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △21.28円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
 ２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項　　目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(千円)

△305,296

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △305,296

普通株式の期中平均株式数(株) 14,347,179
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △19.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─ 円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
 ２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項　　目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日  
至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(千円)

△281,827

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △281,827

普通株式の期中平均株式数(株) 14,345,061

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

株式会社　東京自働機械製作所

取締役会　御中

　

東 陽 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　林　　良　　三　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　北　　島　　　　　緑　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社東京自働機械製作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京自働機械製作所及び連結子会社

の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

会計処理の原則及び手続の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より棚卸資産

の評価方法及び一部製品の販売基準を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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